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資 料

エビデンスに基づく標準化された新生児・乳児・保護者への家庭訪問
の実装に向けた課題：韓国からの学び

吉
ヨシ
岡
オカ
　京
キョウ
子
コ

* 土
ド
肥
イ
　早

サ
稀
キ

2* 池
イケ
田
ダ
　真

マ
理
リ

3* 橋
ハシ
本
モト
　英
ヒデ
樹
キ

4*

目的　日本の新生児・乳児に対する家庭訪問事業は， 母子保健法と児童福祉法に基づき実施され

てきたが， 地方自治体ごとに多様化している。大韓民国（韓国）の科学的かつ標準化された家

庭訪問事業の現状と課題を整理し， 日本における実践上の示唆を得る。

方法　研究者の機縁により， ソウル国立大学医学部の関係者と公表済み資料から情報収集した。

結果　韓国では 2 歳までの児と母親を対象とする Maternal and Early Childhood Home Visiting Pro-
gram を導入し，「Family Partnership Model」に基づき看護師・ソーシャルワーカーと保護者の

パートナーシップ構築を重視していた。ソウル市で2013年に始まった「Seoul First Step Project」
は2019年に「Early Life Health Management Program」として全国展開された。Social ecological 
model， Proportionate universal approach， Life course approach を併用し， 全希望者への基本訪問

と手厚い支援の必要な家庭への継続訪問を実施していた。出生数に対する事業のカバー率

は， ソウル市では約 3 割であった。看護師の人員不足に対応するため， 母親同士が育児方法

について学ぶ集団プログラムや， 保護者向けの育児手引書やリーフレットの作成・配布を併

用していた。科学的かつ標準化された家庭訪問を行うために約320時間の現任教育プログラム

を開発していた。さらに， 家庭訪問の質を担保するため， 定期的なスーパーバイズとリフレ

クションの機会を設け， 米国の HomVEE を参考に家庭環境や児の安全， 発育・発達， 母親の

well-being， 地域のサポート等の多面的な評価指標を採用していた。

結論　韓国では， 大学・行政機関と医師・看護師・ソーシャルワーカーの深いパートナーシップ

を土台とし， 科学的根拠に基づく制度設計， 現任教育と評価指標の標準化を実現していた。

日本はきめ細やかな家庭訪問を高い実施率で行ってきたが， 現任教育や評価の面では見直す

余地が多くある。健康の不平等を人生の早期段階から解消するためには， 実践可能な形でエ

ビデンスを活用し， 関係者が互いの良さを活かしながら家庭訪問事業の質を改善する必要性

がある。
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Ⅰ 緒 言

新生児・乳児とその保護者に対する家庭訪問は，

健康の不平等を解消するための支援方法の一つであ

る1)。日本では， 各市区町村が二つの家庭訪問事業

を提供している。一つは母子保健法を根拠法とする

「新生児訪問」で2)， もう一つは2009年に改正され

た児童福祉法に基づく「乳児家庭全戸訪問事業」で

ある3)。主な担い手は保健師や助産師のほか， 育児

経験を持つ住民ボランティア等である。「地方自治」

の名の下， 誰がどのような支援を提供するのかは各

地方自治体（以下， 自治体とする。）に委ねられてお

り4)， その質を保つための研修も多様で標準化され

ていない5)。

大韓民国（以下， 韓国とする。）の人口は2023年11
月 1 日現在5,177万人で， 日本のほぼ半分にあた
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る。韓国では65歳以上の高齢人口が950万人

（18.6％）， 年少人口が562万人（10.9％）であり6)，

出生数は23万人， 合計特殊出生率は0.72である7)。

一方， 日本の高齢人口は3,623万人（29.1％）と割

合で韓国を大きく上回り， 年少人口は1,417.3万人

（11.4％）である8)。日本の出生数は約72万人で， 合

計特殊出生率は1.20となっている9)。両国とも少子

高齢化が進行している6)。健康の不平等を人生の 
早期段階から解消するため， ソウル国立大学医学 
部を中心に， 科学的根拠に基づく標準化された新 
生児・乳児家庭訪問事業として「Seoul First Step 
Project」を2013年に開始し， 2019年からは「Early 
Life Health Management Program」として全国展開

されている10)。本研究の目的は， 韓国におけるエビ

デンスに基づく標準化された新生児・乳児家庭訪問

事業の現状と課題を紹介し， 日本における実践上の

示唆を得ることである。

Ⅱ 方 法

第 2 著者が2024年 3 月10–17日に韓国側研究事業

の代表者であるソウル国立大学医学部 Young-ho 
Khang 教授（医学）を訪問し事前取材を行った。

その後同プロジェクトの中心的研究者であるソウル

国立大学医学部の Kyung Ja June 教授（看護学）を

招聘し2024年 3 月28–29日にわたりセミナーを開催

し， 全員で情報交換を行った。さらに第 1 著者が，

2024年 6 月20～21日に現場を直接訪問し， 訪問事

業について追加的情報収集と事業実施者らとの意見

交換を行った。

倫理的配慮として， すべて公表済みの資料を用

い， 本邦に韓国の取り組みを紹介することについて

同氏の了承を得た。倫理委員会への申請・承認は

行っていない。

Ⅲ 報 告 内 容

1. Seoul First Step Project開始までの経緯と準備
1) 研究者による科学的根拠の収集と制度設計

韓国は1977年に社会保険制度を創設し， 1989年 
に国民皆保険制度を達成した。2000年に Health  
Insurance Review and Assessment Service（HIRA）を

設け， 医療保険や保健サービスの改善を進めてき

た11)。韓国では， 約 2 週間産後調整院で母体回復と

育児支援サービスが提供されていたが， 妊産婦， 新

生児・乳児とその保護者に対する地域の保健福祉シ

ステムは整備不十分であった。経済格差と健康格差

の縮小および児童虐待予防への対策を本格化するた

め， 当初は児童虐待のハイリスク者を対象とした選

択的な家庭訪問事業の実施を模索していた。Khang

教授と June 教授は， 科学的根拠に基づく家庭訪 
問事業を実施するため， 米国の Home Visiting Evi-
dence of Effectiveness（HomVEE）に着目した12)。看

護職による新生児・乳児に対する家庭訪問は， 母子

の健康増進や児が15歳になった時点での問題行動を

減少させる等の長期的効果がある1,13) ことを重視

し， ハイリスク家庭を含めた全家庭を対象とした

Maternal and Early Childhood Home Visiting Program
を韓国に導入することとした。プログラムの基盤と

なった考え方は 4 つある。①胎児期・乳幼児期は成

人期の健康を左右する重要な時期である， ② Social 
ecological model を重視し， 母子を取り巻く家族・居

住環境， 地域社会との関係性等の把握を行う， ③公

平性とサービスの質を維持・向上させるために

Proportionate universal approach（比例的普遍主義）

を採用し， ユニバーサルな基本訪問と手厚い支援の

必要な者に対する継続的家庭訪問を提供する， ④母

親自身の過去のトラウマ体験が， 母親役割遂行や児

との愛着形成， 児童虐待リスク増加に寄与するた

め， Life course approach を重視する， である。主な

育児の担い手である母親を対象とし， 児の脳の形成

に大きな影響を与える 2 歳を目途に介入することと

なった7)。 2 歳以降は， 福祉部門で幼児教育の専門

家， 看護師， ソーシャルワーカーがドリームスター

ト事業として支援を続ける。

事業全体の評価指標は， HomVEE12,14) を参考に，

家庭環境や児の安全， 発育・発達， 母親の well- 
being， 地域のサポート等を設定した1)。先行研

究1,13) を参考に HIRA のデータとリンケージし， 長

期的評価を行う予定である。

2) 家庭訪問の実施体制

家庭訪問は， 看護師とソーシャルワーカーの協働

を基盤とし， 1 チームあたり専従の看護師 3 人と

ソーシャルワーカー 1 人で構成されている。韓国に

は保健師の国家資格はないため， 次項で紹介する教

育プログラムの受講者が保健所で家庭訪問を行って

いる15)。なお， 保健所は市・群・区レベルに設置さ

れており， 健康増進や母子・高齢者等への個別支援

を含む対人保健と対物保健を担う16)。

同じ看護師が担当世帯を継続的に訪問し， 1 回あ

たりの訪問時間は約60–90分である。看護師は， 妊

娠・出産後の経過を確認後， 児のフィジカルアセ 
スメントを行う。同時に母乳育児， 児との関係性の

構築， 乳児突然死症候群の予防， 泣きへの対処

（purple-crying の動画視聴）， 母親のメンタルヘルス

について科学的根拠に基づき助言・支援を行う。ま

た， 妊娠期の母体の変化や 2 歳までの児の発育・発

達・育児方法等の内容を含む保護者向けの育児手引
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書（Jaramtong）とリーフレットを本事業実施のた

めに新たに開発し， 全員に配布している。その目的

は看護師の支援を円滑にし， 保護者が看護師から教

わったことを実践しやすくすることで，「一緒に

やってみましょう」という項目を意図的に含めた。

ソーシャルワーカーは， 母親の家族や成育歴に課

題がある場合， 認知行動療法等を行ったり， 社会資

源につなげるための支援を行う。専門職同士がケー

スに対する理解を深める必要がある場合には， 看護

師とソーシャルワーカーの二者か， 教育担当看護

師， 看護師， ソーシャルワーカーの三者で訪問す

る。

継続的家庭訪問の対象者の選定基準は全国統一

で， ①社会人口学的要因， ②心理社会的要因， ③健

康および医療的要因， ④トラウマ関連の体験の 4 カ

テゴリーに分けられている。該当項目に 1 点ずつ点

数をつけるが， 19歳以下， シングルの親・孫家族，

基本的生活保障を受けている場合は 2 点を加点す

る。 2 点以上の場合は， 児童虐待やネグレクトを含

め児の発達問題のリスクがあると見なされ， 支援対

象となる。なお， 看護師数よりも対象者数が上回る

場合は， 保健所と技術支援チーム（医学・看護学の

教授ら）が協力して基準点の引き上げ等の調整を行

い， サービスの質を保つ工夫をしている。

継続的家庭訪問を受ける手順を図 1 に示す。妊婦

は， 鉄分剤・葉酸剤支給， 出産準備教室， バウ

チャー申請等のため保健所にアクセスする。希望者

は， 概ね妊娠20週頃までに対面または Web で登録

をする。保健所の専従看護師が， 家庭訪問の対象妊

婦の登録を行い，「継続的家庭訪問対象者選定会議」

を開催し， 対象者を選定する。基本訪問の対象者

も， 産前産後の訪問後に再評価され， 継続的家庭訪

問の要否を検討する。基準に満たないものの支援を

要する者には， 基本訪問と他のサービスを併用して

対応する。

継続的家庭訪問は， 児が 2 歳になるまで提供され

る。看護師とソーシャルワーカーは， 母親とその家

族が主体的に目標を立て， 成功体験を積み重ねるこ

とで育児力をつけることを目指す。生後56日までは

毎週， 生後100日までは 2 週間毎， 生後 6 か月まで

は 3 週間毎， 1 歳までは 6 週間毎， 2 歳までは隔月

訪問とし， 状況に応じて追加訪問する17)。

3) 訪問担当専門職（看護師・ソーシャルワー

カー）の教育プログラム開発

韓国の看護基礎教育では， 家庭訪問に関する学習

が乏しく18)， 専従看護師の多くは病院勤務の経験し

かない。ソーシャルワーカーは， 福祉的なニーズが

発生した家庭に対して， 事後措置的に関わることが

多い。このため， 医師・看護師らの協力を得て各職

種の役割やアセスメントの視点の違いを重視した教

育プログラムと教科書を開発し， 一緒に研修を受講

する。訪問者には， ①家族とパートナーシップの形

成， ②子どもの健康・発育・発達， 健康の社会的決

定要因についての知識， ③個人および集団全体のア

ウトカムに関する知識， ④同僚や他の専門家と協力

することが求められる。入職時の基礎編研修（約

160時間）では， 新生児・乳児家庭全戸訪問事業の

意義や， 母子の健康状態や児童虐待， 社会資源など

に関する幅広い知識やアセスメントについて座学と

演習を交えて学ぶ。看護師の質を保つため， 2 回の

図 1 基本訪問と継続的家庭訪問のフロー
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試験と教育担当看護師（韓国全土に 9 人おり， 2 年

以上の訪問経験を持つ。）との同行訪問演習も行う。

応用編（160時間）では，「Family Partnership Mod-
el」について学ぶ19)。看護師が保護者とパートナー

シップを築くためには， 支持的なコミュニケーショ

ン（アクティブリスニング， 親としての経験を積め

るように支援する， 児が良く育っていることを伝え

て母親に自信を持たせる等）が不可欠である。継続

的家庭訪問の対象となる母親達は， 大人から大切に

された経験が乏しく，「親身になって相談にのって

くれた初めての大人が看護師」という場合が少なく

ない。看護師が慣れ親しんできた看護過程に則った

問題解決型アプローチよりも， 一層支持的な関わり

により母親とパートナーシップを築く必要があるた

め， 母子の強みに着目し， 褒めて伸ばす視点を教育

する必要があった。

2. Seoul First Step Project
ソウル市の2024年の人口は約960万人， 65歳以上

人口は約180万人である20)。年間出生数は不明だ

が， 政府の統計資料によると2023年の同市の合計

特殊出生率は0.55である7)。市長の強力なリーダー

シップにより， 2011年から健康格差の解消と公衆衛

生のインフラ整備が政策課題に掲げられたことが，

後押しとなった。人生の「公平な出発」を支援する

本事業は， 市内 3 か所の保健所で開始され， 最終的

に全域で展開された。同市は出生数が地方よりも多

く， 家庭訪問を担う看護師の確保が課題で， 出生数

に対するカバー率は約30％であった。看護師数に限

りがあるため， 育児に関する情報交換や児とのコ

ミュニケーションについて母親同士が学ぶための集

団プログラム（週 1 回 2 時間×5 週間）も併用して

いる。

母親自身の被虐待歴や家庭内暴力に関する質問を

ベースラインの調査票に含めることについては， 当

初議論があったが， 苦情は寄せられていない。看護

師が口頭で改めて質問するよりも， 予め調査項目に

含めておいた方が， 他の項目の回答の続きとして自

然に答えやすいというメリットがあった。無回答の

者や回答を躊躇した者は， トラウマティックな経験

がある場合が多く， 継続的家庭訪問による支援が必

要になる。看護師は調査票を見て， 支援の要否を判

断する。支援開始当初は， 母親が生い立ちや経験を

話さなくても構わない。看護師は親子の成長に関わ

ることにより， 保護者や親族以外で子どもの成長を

知る， 唯一無二の存在になる。看護師と保護者の間

にパートナーシップと信頼関係が構築できれば， 母

親は心を開いて相談できるようになる。教授らは看

護師が家に来て助言・支援をするという新しいサー

ビスが母親達に支持されていることをまとめ， 首長

や関係者向け報告会開催や書籍の出版等により， 本

事業の意義や成果をアピールした。

同市の看護師は， 専用の執務スペースを持ち， 職

員向け心理カウンセリングプログラムも利用でき

る。看護師とソーシャルワーカーをサポートし， 家

庭訪問の質の担保と継続的なスーパーバイズを受け

る機会として， 日常的に職場で訪問の経験を共有し

振り返るピアサポートとケースカンファレンスを

行っている。ケースカンファレンスは， 各保健所で

の定例開催（週 1 回）と， 技術支援チームの医学・

看護学の教授・教育担当者らが同席して複雑かつ多

重な課題を抱える事例検討会に大別される（月 1
回）。ケースカンファレンスは， ①訪問担当者が業

務上の悩みを吐露する， ②関係者と各担当者のアセ

スメントを共有し， 親子への支援目標を確認する，

③教授・教育担当者らがサービスの質の改善につい

て考える貴重な機会である。

3. Early Life Health Management Program へ
の発展と課題

ソウル市の成果を受け， 2019年度から本事業は韓

国全土へ拡大された。費用負担は， 国 ＝ 50％， 特

別市・広域市・道 ＝ 25％， 市・区・群 ＝ 25％で，

看護師やソーシャルワーカー等の人件費が大半を占

めている。なお， Seoul First Step Project と Early Life 
Health Management Program のいずれの雇用契約か

によって給与体系が異なる点が課題となっており，

将来的には後者の給与体系への統一を目指してい

る。政権交代により重点政策も変わるため， 予算確

保は厳しいとの話だった。看護師確保も課題であ

る。韓国全土の258保健所のうち， 2023年度の実施

率は約 4 割（59保健所）に留まっている。地方では

ハイリスクケースが利用可能な社会資源の乏しさも

課題である。

ソウル大学医学部の技術支援チームは， 政策決

定， 家庭訪問プログラムの開発・修正・モニタリン

グ（定期的に家庭訪問の遵守状況と母親の満足度調

査）， スタッフの人材育成に資する研修の開発と実

施， 各保健センターにおける事業管理の支援， ケー

ス会議開催時の助言， スタッフへの直接的な技術支

援， 評価まで幅広く密な支援を担っている。家庭訪

問事業の効果評価のため， 2020年 3 月から2025年
1 月にかけてランダム化比較試験を実施中である。

一部の結果は公表され， 介入群の母親の育児に関す

る自信の獲得や， 8 割以上の母親たちが家庭訪問の

実施に支持を示していることが解明された21)。

家庭訪問の質の改善として， 親子の相互作用を 
科学的にアセスメントし， コーチングに活かせる手
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法である「Nursing Child Assessment Satellite Training
（NCAST）」22) を2022年に教育プログラムに追加し

た。当初開発された育児手引書は， 基本的な育児情

報の掲載にとどまっていた。看護師から「保護者の

児への関わり方をアセスメント・助言する具体的方

法を学びたい」という要望に応えたものである。

家庭訪問事業の意義と児童虐待防止について社会

の理解を深化するため， 2022年 5 月 5 日（こどもの

日）に Korea Educational Broadcasting System（EBS）
で特集番組を放送した。教授らとともに看護師や育

児中の家族も出演し， 家庭訪問事業の重要性を訴え

た。

Ⅳ 考 察

本稿では， 韓国におけるエビデンスに基づく標準

化された新生児・乳児家庭全戸訪問事業の現状と課

題を整理した。韓国では， 比例的普遍主義に基づ

き， 基本訪問と脆弱な層に対する継続的家庭訪問を

併用しており， 日本と共通性がある。一方， ソウル

国立大学とソウル市首長の強いリーダーシップによ

り， 320時間におよぶ訪問者の現任教育体制と科学

的かつ標準化された家庭訪問制度をわずか10年足ら

ずでゼロから構築・実装し， ランダム化比較試験や

HIRA とのデータリンケージにより効果評価を試み

ている点は白眉である。事業開始当初に， 健康の不

平等の解消と人生の公平な開始という大目標を関係

者間で共有できたことが功を奏したと考えられる。

日本では， 新生児・乳児に対する家庭訪問事業の実

施者の現任教育と質の担保は， 各自治体に委ねられ

ている4)。研修や事業の質が標準化されていないこ

とが， 親子の健康状態に影響を及ぼしているおそれ

がある。「地方自治」の推進は基本としつつも， 人

生早期の介入が成人期の健康を左右することを踏ま

えると， 新生児・乳児に対する専門職による家庭訪

問は， 科学的かつ標準化された内容であることが理

想と考えられる。また日本では2019年から医療 DX
が推進され， Public Medical Hub の活用によって医

療・保健データのリンケージが進められている23)。

妊婦健診や乳幼児健診のデータリンケージが先行し

ているのに対し， 新生児・乳児に対する家庭訪問事

業は遅れをとっている。その理由として， 母子保健

法と児童福祉法という二つの根拠法に基づき事業が

施行され， 所管課も異なることの影響が考えられ

る。家庭訪問事業の DX 化と， 短期・長期的評価を

行うための医療・保健・福祉データリンケージや研

究が急務である。さらに， 国内の自治体間の比較

は， 健やか親子21等の評価指標の活用によってある

程度実施可能だが， 韓国のように即刻国際比較が可

能な形ではないため， 評価指標の標準化も検討の余

地があるだろう。

韓国では家庭訪問の質を担保するため， 訪問対象

者の選定基準を全国統一とし， 訪問の要否を会議で

決定していた。日本でも，「育児支援チェックリス

ト」，「エジンバラ産後うつ病質問票」，「赤ちゃんへ

の気持ち質問票」等を用いて医療機関や自治体でア

セスメントをしている24)。基準に則って支援の要否

を検討する手順は共通だが， 日本は当事者の希望に

拠らず， ユニバーサルな支援を行っている点が強み

である。一方， 韓国では出生数に対する訪問実施率

が 3 割と低かった。限られた予算・人員の中で， い

かにして質の高い支援を提供するために， 看護人材

の確保・教育は， 日韓共通の課題である。日本でも

各自治体が工夫を凝らして人員確保や教育に努めて

いる。たとえば札幌市では， 医師職と保健師らが協

働で乳児家庭全戸訪問の訪問指導マニュアルを作成

し， 訪問を担う看護職のアセスメントの標準化を試

みている。しかし， 自治体同士が効果的なベストプ

ラクティスを共有・利活用する仕組みは見当たらな

い。日本では自治体が新たな取り組みを始める際に

は， 伝統的に先行自治体の「参照情報」を収集する

方法が採られる25) ため， Information and Communi-
cation Technology を活用し， 各自治体のベストプラ

クティスを共有・利活用できるプラットフォームの

構築が急務と考えられる。

1. 韓国から得られた教訓と日本の現状制度に対
する示唆

日本は， 第二次世界大戦後から家庭訪問を中心と

した丁寧な母子保健活動により， 乳児死亡率を激減

させた26)。また， 国と自治体が一体的に児童虐待予

防と育児支援を推進している。しかし， 新生児・乳

児に対する家庭訪問事業の提供と質の管理は各自治

体に委ねられており4,5)， 科学的根拠に基づく現任

教育や評価の標準化は十分ではない。科学的根拠に

基づく支援と評価の実施およびその結果を実践の改

善や社会へのアピールに生かす点は， 韓国に後れを

取っており， 改善の余地がある。

また， 韓国では医師・看護師・ソーシャルワー

カーが同行訪問やケースカンファレンス等を通じて

親子に対するアセスメントを共有化し， 保護者と

パートナーシップを築きながら支援していた。日本

でも同様の取り組みはみられるが27,28)， 明確な理論

的モデルを基盤としていない点と， 児童虐待のリス

クが高い親子に対する看護ケアの提供と社会資源へ

の連携を主に保健師が担っている点が異なる。

日本でも一部の自治体では， 育児支援と虐待予

防・児童福祉的な支援を融合させた独自のサービス
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を展開している。たとえば東京都足立区の「きかせ

て子育て訪問事業」では， 保健師訪問に心理的距離

を覚えやすい特定妊婦などのケースを対象に， 児童

福祉支援 NPO が「ちょこっと家事」をしながら話

を聞き， 信頼関係の構築を図ってから継続的訪問支

援につなげるなどの工夫が図られている28)。こうし

た好事例の系統的情報集積を図ったうえで， 現任教

育や評価のあり方を研究で裏づけながら標準化して

いくことは， 韓国事例の強みを日本の実践に取り入

れるために必要と考えられる。

今後人口減少にともない， 保健・福祉の担い手が

一層減少する。多大な労力と制度の壁を越えた議論

を要するが， 保健・福祉の両部門が健康の不平等を

人生の早期段階から解消するという目標を共有し，

互いの良さを活かして親子を効果的に支援する最適

な連携方法を模索する必要があるだろう。

Ⅴ 結 語

韓国における新生児・乳児全戸訪問事業は， 大

学・行政機関の協働と医師・看護師・ソーシャル

ワーカーの深いパートナーシップを土台として， ①

科学的根拠に基づく制度設計， ②現任教育の標準

化， ③国際比較を視野に入れた評価指標の標準化と

データリンケージを試みていた。日本は高いカバー

率を誇る一方， その質の担保や評価には課題があ

る。健康の不平等を人生の早期段階から解消し， 保

護者の育児支援を一層推進していくためには， 関係

者が緊密に連携し， 現場職員が実践可能な形でエビ

デンスを翻訳・利活用し， サービスの質を改善する

必要性が示唆された。
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Challenges in implementing evidence-based standardized home visits for newborns, 
infants, and their caregivers: Lessons from the Republic of Korea

Kyoko YOSHIOKA-MAEDA*, Saki DOI2*, Mari IKEDA3* and Hideki HASHIMOTO4*

Key words : newborns, infants, home visits, staff training, evaluation, standardization

Objective　 In Japan, home-visit programs for newborns and infants have been implemented based on the 
Maternal and Child Health Act and Child Welfare Act. However, these programs vary widely across 
municipalities. This study aimed to examine the current state and challenges of scientifically designed and 
standardized home-visit programs in the Republic of Korea and obtain practical implications for Japan.

Methods　Information was collected through collaboration with individuals affiliated with the Seoul National 
University College of Medicine and from publicly available sources.

Results　 In the Republic of Korea, the Maternal and Early Childhood Home Visiting Program targets children 
aged ≤ 2 years and their mothers. Based on “the Family Partnership Model,” the program emphasized 
partnerships between nurses, social workers, and caregivers. Initiated in Seoul in 2013 as the Seoul First 
Step Project, it expanded nationwide in 2019 as part of the Early Life Health Management Program. The 
program integrates the social-ecological model, proportionate universal approach, and life course 
approach, offering basic visits to all applicants and ongoing visits to families requiring additional support. 
The coverage rate of home-visit programs relative to the number of births has reached approximately 
30%.

To address the shortage of nurses, group programs in which mothers learn parenting skills together 
and the distribution of parenting manuals and leaflets were implemented. A standardized 320-h in- 
service training program was developed to ensure standardized home visits. Regular supervision and 
reflection opportunities were provided to the staff to ensure the quality of the home visits. Inspired by the 
U.S. HomVEE framework, multidimensional evaluation indicators assessed home environment, child 
safety, growth and development, maternal well-being, and community support.

Conclusion　 In the Republic of Korea, partnerships between universities, administrative organizations, and 
healthcare professionals (nurses, social workers, and physicians) have fostered evidence-based program 
designs, standardized in-service training, and evaluation outcomes. Although Japan has achieved high 
implementation rates of meticulous home visits, in-service training and evaluation should be improved. 
To address health inequalities from early life stages, translate evidence into practical applications, and 
improve the quality of home-visit programs by leveraging the strengths of all stakeholders involved.
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